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研究要旨 

平成 27 年 4 月から聴覚障害の認定において、「過去に聴覚障害に係る身体障害者手帳の

取得歴が無い者に対し、2級の診断をする場合は他覚的聴力検査の実施と結果の添付が必要」

という改正がなされた。この通知が円滑に実現されたか否かを確認するために、平成 27年

度に、認定組織 112（全国の都道府県、政令指定都市、中核都市）を対象に質問紙法による

調査を実施した。その結果、２級申請数の有意な減少と２級認定率の有意な低下が認めら

れた。特に、87 自治体中 24 自治体 27.6%が「２級の申請なし」と回答した。しかし、年度

途中の結果であったため、「２級の申請なし」と回答した 24自治体に対して平成 27 年度末

までの申請数を補足調査した。その結果、16 自治体から回答を得て、「２級の申請なし」は

87 自治体中４自治体 5.9%、認定率は平均 96.7%に回復したことを明らかにした。 

 

A. 背景と目的 

平成27年4月から聴覚障害の認定におい

て、「聴覚障害で身体障害者手帳を所持して

いない者に対し、2 級の診断をする場合に

は、聴性脳幹反応等の他覚的聴覚検査又は

それに相当する検査を実施し、その結果（実

施した検査方法及び検査所見）を記載し、

記録データのコピーなどを添付すること」

（障企発0129第 1号 平成 27年 1月 29日 

通知「身体障害認定基準の取り扱い（身体

障害認定要領）について」の一部改正につ

いて」)という改正がなされた。 

本研究では、この通知が円滑に実現され

たか否かを確認するための調査の補足を行

った。平成 27 年 11 月に 112 自治体に対し

て送付した調査結果では、2級申請数の有意

な減少と２級認定率の減少が認められたか

らである[1]。特に、「２級の申請なし」と

回答した自治体は平成 26 年度には 87 件中

１件であったのに対して、平成 27 年度 11

月の調査（以下、平成 27年前期調査）では

24 件あった。他の級に比べても２級で「申

請なし」の回答は多かった。そこで、平成

27 年度末の段階での「申請なし」がどの程

度まで減少したかを確認する目的で追加調

査を行った。 

 

B. 方法 

聴覚障害認定組織（全国の都道府県、政

令指定都市、中核都市）112 自治体のうち、
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平成 27 年前期調査で、「平成 27年度に２級

申請なし」と回答した 24自治体と未回答 25

自治体の合計49自治体を対象に質問紙法に

よる調査を実施した。平成 27年度調査結果

を平成28年１月に112自治体に送付した際

に、補足調査の対象になる 49自治体には調

査の予告を行ったうえで、平成 28 年７月に

補足調査票を送付した。 

質問項目は、「２級の申請があったか」「申

請数」「認定数」「認定の課題」とした。 

本調査は、国立障害者リハビリテーショ

ンセンター研究倫理審査委員会に申請し、

個人情報を扱わないため、「非該当」と判断

された。また提示すべき利益相反はない。 

 

C. 結果 

24自治体中 16自治体（回収率 66.7％）、

25自治体中８自治体（回収率 32%）から回

答を得た（平成 28年８月現在）。 

 

１．平成 26 年度と平成 27 年度の申請数 

表１-1 に、16 自治体について、平成 26

年度と平成 27年度の２級申請者数、２級認

定者数、認定率を示した。２級申請者数、

認定者数、認定率は、平成 27 年度は平成

26年度の 96.8％、95.2%、98.3%であった。

表 1-2には、８自治体について、平成 27年

度の２級申請者数、２級認定者数、認定率

を示した。 

申請案件について申請年度と認定年度が

一致するとは限らないため、同一案件につ

いての申請数と認定数ではなかったが、認

定率を認定数÷申請数として計算した。表

には含まれていないが、新規申請、再認定、

障害程度変更の区分に分けて回答した自治

体もあり、すべての自治体で、３者の合計

を回答したか、新規申請のみを回答したか

は確認してない。 

 

表１－１ 級別の認定者数合計        (%) 

  ２級 

 申請数 認定数 認定率 

26 年度 63 62 98.4 

27 年度 61 59 96.7 

27年度/26年度
(%) 

 
96.8 

 
95.16 

 
98.3 

（16 自治体、平成 28年 8月調査時） 

 

表１－２ 級別の認定者数合計        (%) 

  ２級 

 申請数 認定数 認定率 

26 年度 － － － 

27 年度 37 37 100.0 

（8自治体、平成 28年 8月調査時） 

 

２．平成 26 年度と平成 27 年度の認定率 

平成 27 年前期調査で２級の認定者数が

低かった理由を探るために、表２に、級別・

年度別に、認定率が 100%の自治体、100%未

満の自治体、100%以上の自治体、申請０の

自治体、申請数不明の自治体の数と比率を

示した[1]。最も注目されたのは、２級では、

平成 27 年の申請０の自治体が多かったこ

とであった。また、どの級でも、平成 26年

も 27 年も、認定率 100%の自治体は約６割

であったのに、平成 27 年前期調査の２級で

は認定率 100%の自治体は 37.9%で、平成 26

年度に比べて有意に少なかった(p=0.032)。

認定率が 100%を超えるのは、前年度の申請

が持ち越されて認定された場合と上位の級

の申請に対して下位の級が認定された場合

があると推測された。 
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補足調査の結果を表２－２の最終２行に

示した。上の行は 16自治体の結果を追加し、

最終行はさらに８自治体の結果を追加した。

２級申請数は、補足調査に未回答なための

不明もあったが、「２級申請なし」の自治体

は 27.5%から 5.9%に減少し、認定率 100%の

自治体は 40.2%から 49.2%に増加した。 

 

 

 

表２－１ 級別年度別の聴覚障害認定率（平成 26年度） 

26 年

度 
100% 100%未満  100%以上 申請なし 申請数不明  合計 

 

自治

体数 ％ 

自治

体数 ％ 

自治

体数 ％ 

自治

体数 ％ 

自治

体数 ％  

６級 49 56.3 19 21.8 2 2.3 0 0.0 17 19.5 87 

４級 53 60.9 11 16 6 6.9 0 0.0 17 19.5 87 

３級 60 69.0 7 8.0 3 3.4 0 0.0 17 19.5 87 

２級 56 64.4 8 9.2 3 3.4 1 1.1 19 21.8 87 

 

表２－２ 級別年度別の聴覚障害認定率（平成 27年度前期、27年度２級） 

100% 100%未満  100%以上 申請なし  申請数不明  合計 

27 年度

前期 

自治

体数 ％ 

自治

体数 ％ 

自治

体数 ％ 

自治

体数 ％ 

自治

体数 ％  

６級 53 60.9 10 11.5 7 8.0 0 0.0 17 19.5 87 

４級 55 63.2 10 11.5 5 5.7 0 0.0 17 19.5 87 

３級 57 65.5 7 8.0 3 3.4 3 3.4 17 19.5 87 

２級 35 40.2 8 9.2 1 1.1 24 27.5 19 21.8 87 

２級 

27 年度 43 49.2 12 16.7 0 0.0 4 5.9 29※ 40.3 87 

２級 

27 年度 48 50.5 12 12.6 0 0.0 6 6.3 30 31.6 95 

※ 補足調査で未回答の８自治体は申請数不明とした。 

３．聴覚障害の申請および認定にあたって

の課題 

16 自治体のうち３自治体が「聴覚障害の

申請および認定にあたっての課題」（自由記

述）に合計６件を記入した。８自治体には

自由記述の記入はなかった。障害認定基準

の改正に関わる課題は２自治体から３件、

一般的な認定の課題は２自治体から３件で

あった。下記に、平成 27年前期調査の回答

と合わせて記載する。補足調査での回答は

太字とした。併せて、障害認定基準の改正

に関わる課題は 22 自治体から合計 30件の
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課題が記述され、内容は下記の６項目に分

類された。 

 

①ABRを持つ病院が少ない 

・住んでいる地域に ABR や ASSR の検査

機器がないため、通院困難となり、申請者

の負担になっている。 

・自治体は、ABRを持つ病院を把握し、申

請希望者に情報提供することを求められた 

・自治体でも、どこで ABR検査ができるの

か把握できない 

・受診中の病院で ABRができないため３級

で申請した 

・２級該当の聴力であっても、ABR検査を

受けることが難しく（病院までの移動など）、

低い級で申請したり、低い級で認定した 

・（初めての）２級申請書に添付書類がない

場合があった（添付を求めた） 

 

②他覚的聴力検査の例示がほしい（ABR以

外で診療所医師が実施可能なもの） 

・検査法についての問い合わせが多い 

 

③ABRの結果に関する課題 

・純音聴力検査の結果と ABR の検査結果

に乖離が見られる場合の取扱について指針

がなく、ABR検査結果を等級決定のための

閾値とすることができない現状においては、

２級認定のみならず下位等級の認定も困難

である。 

・ABRの結果に幅があるため判断が難しい

との指摘が指定医からあった 

・中枢神経疾患では ABRでは判断できない 

・ABRでは鑑別できない重症事例があった 

・社会審議会への諮問が必要になった 

・２級の添付書類の審査には専門家の関与

が必要で、手順と時間がかかった 

・ABR診断の結果の審査には専門知識が必

要とされるため、当市においては、現状で

は、全事業を審査会に紹介する必要があり、

聴力２級認定に日数を要する。 

・地域での相談会では 2 級の認定ができな

くなった 

 

④指定医の技能に関する課題 

・指定医に、他覚的聴力検査方法の習熟が

必要となった 

・指定医に ABR診断が困難であった 

 

⑤日本耳鼻咽喉科学会専門医でない指定医

が受ける講習がない（受講定員が少ない、

耳鼻科咽喉医以外が受けるのに不適当） 

 

⑥（最初から 2 級を申請せずに、低位の級

から）申請の更新をしていけば、２級申請

に他覚的聴力検査は不要であるため、今回

の改正に実質的な意味はない 

・下位等級から徐々に上位等級への等級変

更申請を繰り返していった場合、それが詐

病や身体表現性障害等の精神障害に起因す

るものであっても排除することができない。 

 

４．今回の通知以外の聴覚障害認定に関す

る課題 

 記述は下記の３件であり、平成 27年前

期調査において整理した課題「②乳幼児の

認定関係」に分類されると考えられた。 

 

・重度肢体不自由児の場合、CORしか検査

ができず、左右の聴力障害程度の判定が困

難なケースがあり、診断や認定で苦慮して

いる。 
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・再認定時期に検査を行うと、前回の認定

時よりも検査数値が大きく改善するケース

があり、診断が難しい。（例：２級→６級、

４級→非該当） 

・聴力検査において、きちんと検査ができ

ない人（三歳未満の子どもなど）の認定に

ついて 

 

D.結論 

１）制度改正は、聴覚障害２級申請数と認

定率の減少を一時的にもたらしたが、年度

末には回復を示したことが明らかになった。 

２）平成 26年度の「通知」で他覚的聴力検

査実施を求めたことに関する問題点として

は、検査実施可能施設の分布の制約により

申請できない場合があることと検査結果の

判断について専門的な知見を要することの

指摘は具体的に示された。 

５）聴覚障害認定全般に係る課題としては、

乳幼児・認知症者・精神疾患患者の認定、

語音明瞭度による判定等が回答され、先行

研究による指摘と変化はなかった３）。 
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